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（総合）研究報告書 

 

届出票＜県外在住者＞の取り扱いに関する研究 
および地域がん登録資料を用いた検診の評価に関する研究 

 

研究分担者 井岡亜希子 大阪府立成人病センターがん予防情報センター企画調査課 参事 

 

研究要旨 

届出票＜県外在住者＞の取り扱いに関する研究について、わが国では地域がん登録事業

の実施主体が都道府県であることから、地域がん登録資料の精度向上のためには、当該県

在住者に発生した全てのがんを把握しなければならない。一方、地域がん登録への届出に

ついては、「医療機関は所在地の地域がん登録に届出協力する」が主であるため、当該県在

住のがん患者が県外医療機関を受診した場合、そのがん情報は当該県地域がん登録では把

握されない可能性大である。そこで、地域がん登録資料の精度向上に向けて、各地域がん

登録に届けられる届出票＜県外在住者＞の取り扱いについて、近隣県間で運用方法をまと

めた。届出票＜県外在住者＞の取り扱い手順については、①各地域がん登録で届出票／届

出データを受付・印刷、②紙媒体を県ごとに整理、③これを年数回の頻度で当該県がん登

録へ送付、とした。届出票＜県外在住者＞の取り扱いに関する合意事項については、①届

出票／届出データの送付等は中央登録室間で行う、②中央登録室における経費は発生（負

担）しない、③届出票／届出データの管理については提供した府県の条件等に従う、とし

た。今後、届出票＜県外在住者＞の情報共有（提供と受入）の根拠や手順を明確にするた

め、各府県で覚書や細則の整備に取り組んでいく。 

地域がん登録資料を用いた検診の評価に関する研究について、大阪府がん対策推進計画

では、早期診断の推進の「精度の均てん化」に、地域がん登録資料を活用したがん検診の

精度管理が含まれている。そこで、市町村がん検診の精度管理における地域がん登録資料

の活用について、照合に伴う課題を明らかにした。市町村がん検診ファイルについて、姓

名漢字に「・」「?」を有する受診者の割合は全体の 1 割弱であった。また、英字を有する

姓名は少ないが、子宮頸がん検診の受診者に多い傾向を認めた。標準 DBS の「外部データ

の照合機能」では、姓名漢字および生年月日を同一人物判定のための照合指標としており、

これらが完全一致しない場合は、目視確認が必要となる。市町村がん検診ファイルには、

姓名漢字だけでなく姓名カナも含まれていることから、姓名漢字が不完全な場合は、姓名

カナも照合指標の一つと活用すべきである。「がん登録等の推進に関する法律（案）」では、

検診評価におけるがん登録データの活用を目指しているため、地域がん登録資料を活用し

たがん検診の精度管理の効率化が求められる。 
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Ａ．研究目的 

1．届出票＜県外在住者＞の取り扱いに関す

る研究 

地域がん登録とは、「対象地域の居住者

に発生した全てのがんを把握することによ

り、がんの罹患率と地域レベルの生存率を

計測する仕組み」である。また、わが国で

は地域がん登録事業の実施主体が都道府県

であることから、その対象地域は「当該県」

であり、地域がん登録資料の精度向上のた

めには、当該県在住者に発生した全てのが

んを把握しなければならない。一方、地域

がん登録への届出については、「医療機関

は所在地の地域がん登録に届出協力する」

が主であるため、当該県在住のがん患者が

県外医療機関を受診した場合、そのがん情

報は医療機関の所在地の地域がん登録に届

出られることがあっても、当該県地域がん

登録では把握されない（＝届出漏れ）可能

性が大である。 

そこで本研究では、地域がん登録資料の

精度向上に向けて、各地域がん登録に届け

られる届出票＜県外在住者＞の取り扱いに

ついて、運用方法を検討する。 

2．地域がん登録資料を用いた検診の評価に

関する研究 

がん対策基本法に基づき、政府が 2007

年 6月に閣議決定したがん対策推進基本計

画では、全体目標として、「がんによる死亡

者の減少」と「全てのがん患者とその家族

の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上」

が掲げられた。2012 年 6月に見直し、策定

された計画では、新たに「がんになっても

安心して暮らせる社会の構築」が加えられ

た。 

これを受け、これら全体目標は都道府県

がん対策推進計画にも掲げられている。大

阪府がん対策推進計画では、「がんによる

死亡者の減少」について、年平均減少率

2.2％の 75 歳未満年齢調整死亡率を、効果

的ながん対策によりさらに 10％上乗せし、

減少させることを目指している。すなわち、

①喫煙率の半減で 1.7％、②肝炎ウイルス

検診体制の充実で 0.9％、③早期診断の推

進で 4.1％、④がん医療の均てん化で 2.1％

のがん死亡率減少を目指す。早期診断の推

進では、「精度の均てん化」、「受診率の向

上」、「がん検診の普及・啓発」を掲げ、地

域がん登録資料を活用したがん検診の精度

管理は「精度の均てん化」に含まれている。 

一方、平成 24 年度より大阪府では、がん

検診の精度管理の一環で、市町村からの依

頼に基づき、大阪府がん登録資料とがん検

診情報との照合、その結果を市町村の要望

に応じて集計表の作成・提供を開始してい

る。 

そこで本研究では、市町村がん検診の精

度管理における地域がん登録資料の活用に

ついて、照合に伴う課題を明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

1．届出票＜県外在住者＞の取り扱いに関す

る研究 

広域ブロック地域がん登録会議に参加さ

れる、各府県地域がん登録事業の府県担

当部局および中央登録室の担当者間で、

「届出票＜県外在住者＞の取り扱い」の運

用方法を整理する。なお、参加府県は、福

井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県、香川

県、愛媛県、高知県の 12 府県である。 

2．地域がん登録資料を用いた検診の評価に

関する研究 

大阪府がん登録資料と某市（人口約 41

万人）のがん検診情報との照合を、標準 DBS

の「外部データの照合機能」を用いて実施
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する。標準 DBS の「外部データ照合機能」

における、同一人物判定のための照合指標

は、姓漢字、名漢字、生年月日（年月日ま

でを一致とする）の 3指標である。がん検

診情報は平成 16 年度～平成 19 年度の 4年

分で、対象のがん検診は、胃がん、大腸が

ん、肺がん、乳がん、子宮頸がん検診であ

る。照合指標として必要な姓名漢字につい

て、それに該当するがん検診情報の項目「氏

名」におけるエラー件数、全体に占める割

合を算出する。「氏名」におけるエラーとは、

①氏名に「・」「?」を有する場合、②氏名

に英字を有する場合である。 

 

（倫理面への配慮） 

大阪府がん登録では、国際がん登録協議

会 IACR の新ガイドラインに沿って地域が

ん登録全国協議会が2005年9月に策定した

｢地域がん登録における機密保持に関する

ガイドライン｣に従い、個人情報の保護に努

めている。 

 

Ｃ．研究結果 

1．届出票＜県外在住者＞の取り扱いに関す

る研究 

1）届出票＜県外在住者＞の取り扱いについ

て 

届出票＜県外在住者＞の取り扱い手順を

具体的にまとめた。すなわち、まず、県内

医療機関から届出られた届出票／届出デー

タ＜県外在住者＞についても、県内在住者

分と同様、当該地域がん登録中央登録室で

受け付ける。届出データについては、紙媒

体が医療機関から一緒に届かなければ、印

刷する。次に、届出票および印刷された届

出データ（紙媒体）を府県ごとに整理する。

その後、年数回の頻度で、当該県中央登録

室へ届出票／届出データ（紙媒体）を送付

する。 

2）届出票＜県外在住者＞の取り扱いに関す

る合意事項について 

届出票＜県外在住者＞の取り扱いが中央

登録室間で円滑に運用されるために、また、

中央登録室によって謝金の有無等の運用が

異なることから、下記の 3点を合意事項と

してまとめた。 

①届出票／届出データの送付等については、

中央登録室間で行う。 

②届出票／届出データに対する謝金の有無

にかかわらず、中央登録室における経費

は発生（負担）しないものとする。 

③届出票／届出データの管理については、

提供した府県の条件等に従う。 

2．地域がん登録資料を用いた検診の評価に

関する研究 

1．市町村がん検診情報における不完全な姓

名 

人口約 41 万人における受診者数は、年あ

たり約 6,000 人（乳がん検診）～約 24,000

人（肺がん検診）で、そのうち姓名漢字に

「・」「?」を有する受診者数は 400 人弱（乳

がん検診）～2000 人弱（肺がん検診）、そ

の割合は受診者数の 5～7％を占めた。 

2．市町村がん検診情報における英字の姓名 

市町村がん検診ファイルに英字姓名を有

する受診者は、特に子宮頸がん検診の受診

者で多く認められ、その受診者数に占める

割合は 0％（胃および大腸がん検診）～

0.07％（子宮頸がん検診）であった。 

 

Ｄ．考察 

1．届出票＜県外在住者＞の取り扱いに関す

る研究 

近隣県間で「届出票＜県外在住者＞の取

り扱い」の運用方法を円滑にしていくこと

は、地域がん登録資料の精度向上に寄与す
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る。そこで、がん登録法でこの課題が解決

される可能性を考慮しつつ、近隣県間で運

用方法をまとめた。 

取り扱い手順では、「届出票＜県外在住

者＞の取り扱い」について具体的な手順を

示した。本研究でまとめたのは、近隣県で

の患者の異動がある一定の割合で認められ

るにも関わらず、その内容の届出票が当該

中央登録室に届出られないのを解決するた

めの方法である。そして、「届出票＜県外在

住者＞の取り扱い」で検討しなければなら

ない課題は、この他に「登録内容確認」が

ある。すなわち、自施設の機能評価、院内

がん登録全国集計への参加などのために、

がん診療連携拠点病院を中心に、中央登録

室への「登録内容確認」の依頼は多く、ま

た、がん診療連携拠点病院では、全がん患

者に占める県外在住者の割合が高い傾向に

あることから、県内・県外にかかわらず、

診療したがん患者の登録内容確認の医療機

関からの要望は多い。「登録内容確認」の課

題は、①地域がん登録で生存確認調査を実

施しているのは少数派、②生存確認調査を

実施していても、県内在住者のみを対象と

している点で、現時点では中央登録室は県

内医療機関の要望には応えられない。県内

医療機関に対して、県外在住者の登録内容

確認を提供していくのであれば、中央登録

室の運用の見直し（中央登録室では、当該

県在住者を対象として登録作業を実施して

おり、届出られたすべての届出票／届出デ

ータを登録していないため）、生存確認調査

での中央登録室間の連携強化（生存確認調

査では、がん患者の近隣県への転出・転入

が多く認められるため）が必要である。 

合意事項では、1 点目に「送付等につい

ては、中央登録室間で行う」と記した。こ

れは、届出票＜県外在住者＞の取り扱いに

は実務が伴い、円滑に運用するためには県

担当部局間ではなく、中央登録室間の方が

適切と判断したからである。2 点目では、

「中央登録室における経費は発生（負担）

しないものとする」と記した。この理由と

しては、①届出票に対する謝金の有無が県

によって異なる、②届出票が県内在住者分

か否かで謝金の有無が異なると、医療機関

側の事務が煩雑化する、が挙げられる。3

点目では、「届出票＜県外在住者＞の管理

については、提供した府県の条件等に従う」

と記した。これは、「利用目的を達成した届

出票の焼却処分（裁断）」等を明示している

中央登録室に対して、配慮した内容である。 

今後、広域ブロック地域がん登録会議で

の提案を踏まえ、届出票＜県外在住者＞の

情報共有（提供と受入）の根拠や手順を明

確にするため、各府県で覚書や細則の整備

に取り組んでいく。 

2．地域がん登録資料を用いた検診の評価に

関する研究 

市町村がん検診ファイルについて、姓名

漢字に「・」「?」を有する受診者の割合は

全体の 1割弱であった。また、英字を有す

る姓名は少ないが、子宮頸がん検診の受診

者に多い傾向を認めた。 

姓名漢字に「・」「?」を有する受診者数

は、がん検診の種類により異なるが、年あ

たり 400 人弱～2000 人弱と多く、標準 DBS

の「外部データの照合機能」では、姓名漢

字および生年月日が完全一致せず、これら

の照合では目視確認が必要となる。そのた

め、地域がん登録資料を活用したがん検診

の精度管理の作業量は膨大になる。 

一方、市町村がん検診ファイルには、姓

名漢字だけでなく姓名カナも含まれており、

標準 DBS のマスタに姓名カナの登録が可能

なことを考慮すると、標準 DBS のマスタに
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おける姓名カナの登録が進み、「外部デー

タの照合機能」の照合指標の一つに姓名カ

ナが追加されれば、地域がん登録資料と市

町村がん検診情報との照合はより効率化さ

れる。すなわち、姓名漢字と生年月日の 2

指標が完全一致しない場合、姓名カナと生

年月日の 2指標が完全一致することで、そ

の分の目視確認が不要となれば、作業量の

スリム化が期待できる。 

「がん登録等の推進に関する法律（案）」

では、検診評価におけるがん登録データの

活用を目指しているため、地域がん登録資

料を活用したがん検診の精度管理の効率化

が求められる。 

 

Ｅ．結論 

1．届出票＜県外在住者＞の取り扱いに関す

る研究 

広域ブロック地域がん登録会議で、近隣

県間で「届出票＜県外在住者＞の取り扱い」

の運用方法をまとめた。この提案を踏まえ、

届出票＜県外在住者＞の情報共有（提供と

受入）の根拠や手順を明確にするため、府

県で覚書や細則の整備に取り組んでいく。 

2．地域がん登録資料を用いた検診の評価に

関する研究 

市町村がん検診の精度管理における地域

がん登録資料の活用について、照合に伴う

課題を明らかにした。市町村がん検診情報

には、同一人物判定のための照合指標の一

つである姓名漢字が不完全な場合があり

（全体の 1割弱）、市町村がん検診ファイル

には姓名カナも含まれていることから、地

域がん登録資料を活用したがん検診の精度

管理の効率化のためには、姓名カナも照合

指標の一つとして活用すべきである。 
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